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経済 論叢(京 都大学)第153巻 第1・2号,1994年1・2月

流通系列 の形成 と松下電器 グル ープ

下 谷 政 弘

課 題

1989年 か ら開始 された 日米構造協議は,戦 後の急成長によ って経済大国の一

つ となった 日本の種々の経 済 システムを再検討す る場 となった。その中で最 も

注 目すべ き論 点 となった システムは,い わゆる 「系列」 であった。系列 そのも

のをどう捉 えるか については諸説あ り,そ の内容 について必ず しも明確 に規 定

されているわ けではない。 ここで は,特 定の大企業 を頂点 として形成された諸

企業 間にお ける密接で長期的な取引関係のこととしておこう。すなわち,そ れ

は,一 方で は取 引 コス トを顕著に減少 させ る効率的なシステム として 日本の経

済的成功 の一つ の要因 とされてきた.し か し,他 方で は,し ば しばそれは外部

の企業 に対 して排他的 なシステム ともな り,と くに外国企業の 日本市場への参

入 を妨 げる障壁 として,国 際的に批判 の的 とされて きたのであ る。本稿では,

種 々の系列 の うちで も,メ ーカーによる直接的市場 コン トロールの手段 とされ

て きた 「流通系列」を と くに取 り上げ,具 体的には松下 グループの場合の形成

過程について見 ておきたい。

松下 グループの流通系列は戦後 に初めて誕生 したわ けではない。それはほぼ

1930年 代頃から次第に輪郭 を明瞭 に し始めた。 しか し,と くに急速 に整備 され

出 したのは,日 本にも 「家電産業」が一つ の産業 として確 立 し始めた1950年 代

以降の ことに属す る。家電産業 における流通系列形成 の先頭 を切 ったの は戦前

の松 下であ り,戦 後にはい くつかのメーカー も松下 に続 くことにな った
。 しか

し,50年 代 の主要家電企業 は単 に この流通部面だけでな く生産やサービスの各
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部面 において も,一 方で は数多 くの子会社 を設立 しつつ,ま た他方では競 って

既 存の取引相手を取捨選択 しつつ,そ れ らと密接で長期的 な(し たが って また

排他 的な)企 業間関係 を形成 して きたのである。親会社 を頂点 として形成 ざれ

た多 くの子会社か ら成 る有機 的な事業統合体 の全体 を 「企業 グルー プ」 〔下 谷

1988,1992B,1993〕 と呼 ぼ う。流通系列 の形成 とは,当 時 のこう した各社 ご と

の 「企業 グループ」 の形成 と並行 して,そ の一環 として進 んだのであ る。 した

が って,流 通系列の形成 について具体的に考察 しようとす る場合,よ く言われ

るようにそれが メーカーによる流通 チ ャネル支配の貫徹であ るとす るな らば,

それ を単 なる 「チ ャネル形成」論 としてだけではな く,以 下の ように 「企業 グ

ルー プ」形成 とも関連 させ なが ら見 る必要が ある。ただ し,「企 業 グルー プ」

の形成 と流通系列の形成 とには完全 には重な らない部分があ ることに注意 しな

ければな らない。生産部面 における下請企業がそ うであったの と同様 に,流 通

部面 における代理店や小売店な どは,本 来,グ ループ外 の存在 であった。 それ

らグループ外 の企業単位 をいかなる方法で実質的に 「系列化」 してきたのか,

あ るいは,い か にグループ内部 に取 り込んだのか(販 売会社),と い うこ とに

主 たる関心は向けられよう。

1松 下 グループの構造

(1)第 二次世界大戦前 の松下 グループ

松 下の流通系列の形成 を見 る前 に簡単 に同社の グルー プ形成の全体 を振 り

逐 うてお く必要がある 〔松下1953,1968〕 。

松下 グループの中心 であ る松下 電器 産業が 大阪 に設立 されたのは1918年 で

あ った。当初,全 く小 さな個人企業(松 下電気器具製作所)に す ぎなかった同

社 は,表1に 見 るように,急 速に成長を遂 げてい った。同社の成 長の軌跡 とは

そのまま 日本経済の成長のそれであ り,ま た 日本 における家庭電器産業の成長

と重 なっていた と言 える。 また,家 電産業 の成長 とは,旺 盛 な製品の多角化 の

歴 史で もあ った。表2は 松下の製品の多角化の進展 を示 してい る。急激な製品
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多角化 の結果,同 社 は1933-34

年 には 日本企業の内で は初めて

分権 的な事業部制組織 を導入 し

た。す なわち,ラ ジオ事業部,

乾電池 ・ランプ事業部,配 線器

具事業部,電 熱器事業部 の4事

業部であ った。 これ ら各事業部

はそれぞれの製品 の製造 ・販売

についての責任を負 う,い わ ゆ

る 「自主責任経営」の基礎単位

となったのであ る。また,そ れ

(3)3

表1戦 前の松下 グループの成長

従業員 売上高

ユ918 25人 ?

22 40 18万 円

28 300 ?

32 1102 300

35 2874 887

37 4007 1650

39 6672 28ユ0

4ユ 9346 3406

43 14061 4673

45 26832 6973

出 所:〔 松 下1953,松 下1968〕 子 会 社 の 分 を含 む 。

表2松 下の多角化(戦 前)

1918

22

27

28

29

30

31

32

33

34

35

36

37

各 種 プ ラ グ

電 池 式 ラ ン プ(製 品 種10余 り)

電 気 ア イ ロ ン

電 気 コ ン ロ

電 気 ス トー ブ,こ た つ,キ ー ン ケ ッ ト

ラ ジ オ

乾 電 池(製 品 種200余 り)

電 気 座 布 団,調 理 器,発 電 ラ ン プ,ス ピ ー カ ー

(製 品 種300余 り)

小 型 モ ー タ ー,電 気 敷 布,足 温 器

工 業 用 電 気 炉,ト ー ス ター,コ ー ヒ ー沸 か し器,バ イ ブ レー ター

各 種 電 球,扇 風 機,電 気 ス タ ン ド,電 気 時 計

蓄 電 池,レ コ ー ドプ レ ー ヤ ー,ド ラ イ ヤ ー(製 品 種2000余 り)

出所=〔 栓 下1968ユ

らは製造現場が販売(市 場〉 と密接 にコンタク トを取 り合 う 「製版一致」の単

位 として構想 された もので もあ った 〔下谷ユ986〕。

しか しなが ら,同 社の事業部制の時代 は長 く続かなか った。 同社 はその2年

後には,そ れ ら事業部 をさらに子会社 として 「分社」化するこ ととなったか ら
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で あ る。 た とえば,上 述 の4事 業部 は5つ の製造子会 社 として分社化 されて

い った。 また,同 時 にヨ 販売部門 もい くつかの販売子会社 に
,た とえば松和電

器商事 ・松下電器直売 ・松下電器製品配給 など,に 分社化 された。 こ うして,

同社 は しだい にい くつかの子会社 か ら成 る新たな企業体 に,い わゆ る 「松下 グ

ループ」 を形成 し始めることとなったのであ る。当時の人々はそれを 「松下産

業団」 と呼んだ。同社 は,そ れ以降,製 品の多角化 の進展 と販売網 の拡張 とに

よって,1945年(敗 戦時)ま でに次 々と48も の子会社を設立 した(あ るいは傘

下に取 り込んだ〉のである。 したが ってまた,親 会社 の松 下電器産業 の方は,

その製造 ・販売 な どの内部単位の分社化の結果,持 株会社 として松下 グループ

全体を統括 す ることとなった。

こうして,本 来一個 の企業体であ った松下電器産業は多 くの子会社 に分割さ

れて運営 され ることとな り,す なわち,松 下 グルー プ(「 松下産業団」)と して

事業 を遂行す ることになった。各子会社の トップはそれぞれの製品の製造 ・販

売 について 「自主責任経営」 を行 った点では事業部の場合 と変わ らない。 しか

し,言 うまで もな く,こ れ ら子会社 は別法人であ るとはいえ,重 要人事あ るい

は重要な企画 などは親会社による事前の承認が必要 であ った。 また,各 子会社

における経理担 当社員だけは親会社か ら直接 に派遣されてお り,子 会社 の トッ

プといえ ども経理担当社員の任免 には自由で はなか った。つ ま り,基 本 的経営

方針 ・人事 ・経理な どは親会社が完全 に掌握 してお り,子 会社の 「自主責任経

営」 とい えども,あ くまで与え られた範囲内でのことにす ぎなかったと言 える。

このように,松 下 グループは多 くの子会社か ら成 る組織体で はあったが,実 際

には全体 として一個の有機 的な事業経営体,す なわち 「企業 グルー プ」 として

運営 されていたのであ る。

「企業 グルー プ」 は多 ぐの子会社か ら成 ってい るが,そ れ らの グループ内部

で の役 割 は主 と して次の二つ に分 け られ る。一つ は,親 会社 の本 来 の事 業

(「本業」)か ら多角的 に展 開 した分野(製 品)の 製造 を担当す るものであ り,　　ノ

他 の一つは,親 会社の本業その ものを垂直的に補完す る(部 品 ・原料の供給 ,
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再加 工,販 売な ど)役 割であ る。 そして,重 要な ことは,こ うした分社 の設立

による 「企業 グループ」形成 とい うことは,松 下 だけに限らず,1930年 代の多

くの 日本企業が選択 しは じめた一つ の組織形態であ った とい うこ とであ る。

1930年 代の 日本は急激 に経済発展 を遂 げたのであ り,そ の結果,多 角化 の進展

や垂直的な統合 によって企業組織 の混乱 と非効率 さを増大させたが,こ の 「企

業 グループ」化(あ るいは分社化)と い う戦略 こそは,そ れ らの困難を解決す

るための有効な手段で あった。あるいはまた,一 個の企業が このよ うに分社化

によって 「親会社一子会社」関係 を作 り出す ことは,そ こに,擬 制的な形であ

るとはいえ,親 会社を頂点 とす る一種 の密接 な 「企業間」取引関係 を生 じさせ

たことに も注 目すべ きであろ う。

さて,松 下 グループは家電産業 を中心 に発展 してきた。 しか し,1930年 代後

半か らの統制経済 と第二次大戦の期間中には民需用の家電製品の生産は著 しく

制限され,ほ とん どの製品は直接 間接 に戦争 と関連あ る ものに転換 され始めた。

すなわち,一 方での無線部 門(レ ーダーな ど)へ の異常な資源配分 と,他 方で

の直接軍需部 門への進 出が顕著であった。 と くに後者 は軍部か らの 「慫慂」 に

よる進出であ り,た とえば各種兵器の部品,あ るいは木製飛行機や木造船の製

造な ど,こ れ までの同社の技術 の系譜か ら離れた もの も多 く含まれていた。

また,戦 時 中について注 目すべ き点 は,一 つは主要な分社のい くつかが再 び

親会社 に統合 され始めた ことで ある。 これは,主 要分社 に分権化 されていた製

造 ・販売 の管轄・権 を親会社 に再集中 し戦時 の体制 に対応 しようとしたことの現

れであ った。 もう一つは,軍 部の強制 によって数多 くの中小企業が特定の大企

.業への専属的な下請企業 として割 り当て られた とい う事実である。当時,こ れ

らの下請企業は 「協力工場」 と呼ばれた。戦後の高度経済成長 において大 きな

役割を果たす ことになる大企業 ごとの専属的な下請企業の システムとは,戦 時

統制 の時代 に形成され始め,そ れが戦後 に も受 け継がれていったのであ る。た

とえば,戦 時中の松下 の場合 も,当 時の主要分社5社 に対 して合計487も の協 力

工場が割 り当て られた 〔下谷1992A〕 。
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(2)第 二次世界大戦以後の松下グルー プ

敗戦 は 日本の工業生産 に壊滅 的な打撃 を与 えた。 また,GHQに よって財 閥

は解体 されい くつか の大企業 も分割された。松下電器産業 の場合 も,い くつか

の子会社が松下か ら切 り離 され,独 立 していった。 このよ うな戦後の混乱の後,

同社が再 び事業部制によって事業経営の軌道に乗 り出 したのは1950年 の ことで

あ った。戦後の出発はわずか3事 業部か ら再開され ることとなった。

しか し,戦 後の 日本 こそ,家 電産業および松下 に対 しよ り一層の大飛躍 をと

げる舞台 を提供 したのである。表3は50年 代の同社の急成長を,売 上高 と従業

員数で見た ものである。また,同 社 の急成長は何 よ りもその事 業部数の増大 に

端的 に現れていた。同社 の事業部 はいわゆ る製品別事業部であ り,事 業部 の数

は,当 初 の3事 業部 から新製品の誕生す ることに 「細胞分裂」 を繰 り返 しなが

ら急増 してい った。た とえば,1956年 には15事 業部に,64年 には36事 業部に,

72年 には59事 業部 に,そ して74年 には65事 業部 にまで増大 したのである 〔下谷

1987〕。分権 的事業部の こうした急増 は必然 的に組織の混乱 と非効率 を招かざ

るをえなか った。 したが って,こ れ ら数多 くの事業部 を関連す るもの ごとにグ

ルー ピングし管理す るため,い くつかの事業本部を設 けるな どの試み も行われ

た。 しか し,事 業部の上 に事業本部 を設置 した ことは 「自主責任経営」の単位

であ る自律 的な諸事業部 の活動 を制約する ことに もな った。

そ こで,結 局 は,多 くな りす ぎた事業部 をい くつか にま とめて親会社 の外へ

子会社 として分社化す ることに
表31950年 代の松下グループの成長

なったのであ る。現在の松 下グ

ループの中心部分 は,表4に 示

した ように,.親 会社た る松下電

器産業 と,同 社 を取 り巻 く主要

11社 が占めている。そのうち,

同表下段 の5社 は もともと同グ

ル_プ の外 にあ った企業 を傘下 出所=〔松下1953・松下1968〕

従業員 売上高

1950 4049人 ?

52 6092 905千 万 円

54 8924 1746

56 11788 3118

58 16509 5381

60 23350 10548
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表4松 下グループの主要子会社

(7>7

(億円)

設立年 資本金 持株率 売上高
一

松 下電 子工 業 1952 410 65.0 4,667

松 下通 信工 業 1958 223 57.0 4,578

松 下電 子部 品 1976 230 98.7 3,820

松 下住 設機 器 ユ977 60 100.0 1,684

松下 産業機 器 1977 30 100.0 na

松下 電池工 業 1979 105 97.6 2,001
一

松 下 冷 機 1972帯 119 51.8 2,030

九州 松下 電器 1955 254 52.0 3,470

松 下 精 工 1962崇 121 59.0 949

松 下 電 送 1970集 15 60.0 825

松下寿電子工業 1969嘗 79 57.7 2,729
一

出所:「有価証券報告書総覧』(平成4年),な ど
鰹印は現社名に変更した年を示す。なお,94年3月9日 付 「日本経済新聞」によれば,松 下

電器産業は松下住設機器を95年4月 ユ日に吸収合併すると発表した。

に取 り込 ん だ もので あ った 。 しか し,上 段 の6分 社 こそ は,本 来,親 会社 の内

部 に あ った事 業部 を外 部化 す るこ とに よ って誕生 した子 会社 で あ った。 た とえ

ば,親 会社 の事業 部 の外部 化(分 社化)に よ って1950年 代 に は2社,70年 代 後

半 に は4つ の主 要 な分 社 が設立 され たが,こ れ ら6分 社 へ 分離 され た事 業部 の

数 は合 計25に のぼ った のであ る。 したが って,現 在 で も これ ら6分 社 は,別 法

人 の形 を取 る とはい え,親 会社 とほ とん ど一 体 的 に運 営 され て い る。

もち ろん,親 会社 か ら外 部化 され て い った のは,こ う した 自律 的 な事 業 単位

(事 業部)ば か りで は なか った。 単 な る一 職 能 部 分(た とえば,販 売 ・サ ー ビ

スな ど)し か 担 当 しない非 自律 的 な事 業 単位 もま た,次 々 と子 会社 として 分社

化 され て い った の であ る。 また,子 会 社 は分 社化 に よ ってだ け生 まれ た ので は

なか った 。 グル ー プ外 の多 くの企 業 も次 第 に グル ー プ内 に取 り込 まれ て子 会社

とな った ので あ り,そ う した典 型 例 の一 つ が,後 に見 る 「販 売会 社 」で もあ っ

た。 こ うして,こ れ ら製造 ・販 売 ・サ ー ビス な どの部 面 にお け る数 多 くの子 会

社 は,親 会 社 を頂 点 とす る密接 な グ ルー プ内取 引 関係 とい うの網 の 目に織 り込



8(8).第153巻 第1・2号

まれ る こ とに な った。

また,戦 後 の松 下 グルー プ の展 開 に とって指 摘 しな けれ ば な らな いの は,そ

の積極 的 な海外 進 出で あ る。 同社 に とって の戦 後 にお け る初め て の生 産子 会 社

は1961年 設 立 の ナ シ ョナ ル ・タイ,販 売 子会 社 は1959年 設 立の アメ リカ松 下 電

器 で あ った。 それ 以 降の 海外 子 会社 の 設立数 の推移 をみ る と,1961～70年25社,

1971-1980年60社,1981一 一1990年76社 と急速 に増大 して い る ことが わ か る。

現 在 の松 下 グル ー プは,こ の よ うに して,一 方で の旺盛 な分社 化 戦 略(あ る

い は既 存 企 業 の 買収 再編)と,他 方 で の海 外 戦 略 とに よ って,多 数 の 製 造 会

社 ・販 売 会 社 ・サ ー ビス会 社 な ど,合 計670余 社 もの 関係 会 社 か ら成 る 一 大

「企 業 グル ー プ」 と して存在 して い るの で あ る。 そ れ は ま た,親 会 社 ・松 下 電

器 産 業 を頂 点 とす る密 接 な グ ルー プ内取 引 の,す なわ ち擬 制的 な 「企 業 間」 取

引 関係 の 一大集 合 体 で あ る と も言 う ことが で きよ う。

11松 下の流通系列

さて,こ うした戦前 ・戦後 の松下の事業活動 の急成長 に とって,そ の流通系

列 の形成 はとくに大 きな役割を果た した。 同社 の流通系列 は,第 二次大戦前の

1930年 代 にその原型がで き,戦 後の1950年 代 に,よ り整備 され た もの として再

登場 した。そこで,以 下,戦 前 と1950年 代 とに分 けて検討す ることに しよう。

(1)戦 前 にお け る流 通 系列 の形 成

家 電 メー カー として の戦 前 にお け る松 下 の事業 活 動 は,19ユ5-1937年 の20年

間で あ る。 この期 間 に同社 は意欲 的 に流 通 系列 を作 り上 げ てい った 。 以下 で は,

まず 戦前 に おけ る流 通系 列 の形 成 につ い ての主 要 な流 れ を 追い か け よ う 〔松 下

1979,尾 崎1989〕 。 松 下 の流 通 系 列 は,基 本 的 には,同 社 内部 の 地域 別 の営 業

所(支 店)の 設立 と,そ れ らの下に管理 された外蔀の諸単位,す なわ ち既存 の

卸売商 ・小売店の再編,と い う構造か ら成 っていた。 したが って,以 下,(a)営

業所網の展開,と(b)卸 売商 ・小売店 の系列化,と に分 けて見 る。



流通系列の形成と松下電器グループ(g)g

(a)営 業所網 の展開

同社 が最初に設立 した営業所は1920年 の東京支店(当 初,出 張所)で あ った。

その後,20年 代 の末か ち30年 代前半にか けての同社製品の市場拡大 につれて,

福岡 ・名古屋 ・大阪 ・北海道な どの主要都市 に,あ るいは仙台 ・金沢な どの地

方都市 に,さ らには台湾 ・朝鮮 など当時の植民地 にも支店網が相次 いで形成 さ

れて いった。 この1930年 代前半 とは同社が生産 ・販売 の両面 にわた り急速 に基

礎 固めを行 った時期で あ り,そ の当時で社員200余 人,工 員1000人 を越 え,製

品種類 も200余 り,工 場 も10を 数 えるまで に成長 していたのであ る。それぞれ

の支店は販売担当区域 を厳密 に分担 し合 ってお り,そ れ らの下 に編成され るこ

とになる外部単位,つ ま り卸売 商 ・小売店 を通 して全 国を隈な くカバー したの

である。

ちなみに,同 社 の製品市場 は,大 きく分 けて,官 庁 ・企業 など大 口需要者向

けの 「特殊市場」 と,一 般民間向 けの 「一般市場」 とに区分 されていた。それ

ぞれの支店は本社の営業部 の管轄の下にこれ ら両市場への販売活動 を行 ったの

であ る。また,海 外輸 出については,1930年 代初 めに本社内 に貿易部(34年 に

一輸出部)が 設置されたが,1935年 に岡部の事業の一切を受 け継 いで海外輸出の

専 門子会社 として松下電器貿易㈱が設立された。 同社 はのちの1988年 に松下電

器産業 に再吸収 され るまで一元的に同 グループの海外輸出を担当 し続 けたので

ある 〔松 下電器貿易1985〕。

このように,松 下 は本社 の営業部による統括 の下 に数多 くの支店を網羅 し積

極的 に販路 を拡張 していった。 しか し,前 述のよ うに,ユ933年 の事業部制の導

入,と くに35年 か らの分社化 の時代以降にな ると,新 設の事業部や分社などの

分権 的単位 ごとに独 自の営業課が設 けられ ることとな った。つま り,そ れ らに

よる直接販売 ・直取引の体制へ と移行す ることになった。 したが って,こ れ ま

での本社 の営業部 は廃止され,集 権的 な支店網 の管轄 は分権化 されてそれぞれ

の事業部 ・分社 に移 管 され ていった。言い換 えれば
,「 自主責 任経営」単位 た

る事業部や分社 によるそれぞれ の 「製販一致」の体制が
,す なわ ち,製 造 と販
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売をよ り接近させ市場のニーズが直接的に反映す るシステ ムが,し だいに構築

され てい ったのであ る。 しか しなが ら,こ の体制は,戦 時の統制経済の時代 に

入ることによって中断させ られて しまった。

(b)卸 売商 ・小売店の系列化

以上は松下本体の内部 における支店網の形成 プロセスであ った。 同社 はこ う

した全国的 な支 店網 を形成す るとともに,そ れ らの下 に既存 の卸売商(代 理

店)あ るいは小売店 を階層 的に系列化 していったのであ る。

言 うまで もな く,ま だ規模 も小 さか った創業期 の数年間は,各 地の卸売商や

小売店な どへの直接売 り込 みに努力 しなければ ならなか った。 しか し,1923年,

新製品の 自転軍用電池式 ランプの販売にあたって,同 社 は初めて新聞広告で代

理店 を募集す ることになった。その後,ア イロ ン ・角型 ランプ ・電気 ス トー ブ

な どの新製品の発売 に ともない,ほ ぼ20年 代後半 にか けて次第に代理店制度が

整備 されていったので ある。当初 は代理店契約 といって も口頭契約 にす ぎな

かった。 しか し,29年 以降には書式契約 に改め られた。30年 代 の初めには以後

の同社の飛躍 的な成長の契機 となる新製品,す なわ ちラジオおよび乾電池の製

造 も開始 され,多 くの卸売商が代理店を引 き受 けたい と申 し込 むようにな った。

ところで,当 時の代理店(卸 売商)は,通 常,同 じ品種の製 品であって も数

メーカーの製 品を並行的に広 く取 り扱 っていた。松下電器が取引す る代理店の

場合で も同様 であった。た とえば,松 下の代理店 として契約 していて も,一 方

で競争 メーカーの同種製品 も同時 に販売す るのが普通であった。 そこで松下は,

1932年,「 松 下の製 品の販売 に専念 して もらうため」 に,ま た 「松下の経営 や

販売の方針 をよ り深 く理解 して もらうため」 〔松下1963〕 に,こ のような一般

的な代理店契約 を製品別契約に改め る努力を開始 した。つ ま り,特 定 の製品 に

ついては松下の ものだけしか扱わ ない,と い う製 品別の専売代理店制(部 分専

売)を 押 し進 めたのであ る。そのためには,こ うした専売代理店 に対 して特 定

の恩典を与 えることが必要であ った。すなわち,33年 か らの配 当金付積立金制

度 の開始であ り,こ れは,各 専売代理店の松下か らの毎月仕入額 の3%分 を,
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それぞれの代理店名儀 で松下が積み立て,年2回 の決算期 に松下 の当期の業績

を勘案 して配当金 と して贈呈す るものであ った。

こうした積極的な製品別の専売代理店網 の形成によって,松 下の販売体制 は,

さきに見た全国支店網の下 に,製 品別専売代理店一小売店 という販売網 として

しだ いに形成 され始めた。 しか し,松 下の販売網の形成 プロセスにおいてむ し

ろ特徴的なのは,メ ーカーであ る松下が当初か ら中間の代理店 を通 り越 して,

さらに小売店 と直接 的にコンタク トを取 ろうとしたことであ る。当時,同 社 の

創 立者松下幸之助 はつ ぎのよ うに述べ ていた。「これか らはメーカーが市場 を

左右す る時代である。市場 はいかにあるべ きか,ま た市場 において販売網 をい

か に築 いてい くか,そ していか な る姿 にお いて販 売す るか,こ れ らは,今 後

メー カーが決定すべ き仕事であ る」 〔松 下1979 ,ユ21P〕 と。た とえば,注 目す

べ きはユ927年か ら小売販売店向けの機関誌 「松下電器 月報」 を発刊 し始めた こ

とが挙げ られ る。その創刊 号には 「これ まで双方接す る機会な く,十 分の認識

理解 も得 られがたか ったが,今 後は親密 な連絡の もとに相互の理解を深めたい。

なに とぞ積極的 なご意見 を投 じて頂 きたい」 〔松下1979 ,62P〕 と述べ られてい

た。すなわち,末 端の流通段階 にまで直接的に踏み込 んでいこ うとす る松下の

極めて積極的な姿勢が表現 されていたのである(同 誌 は戦争中 には中断された

が,戦 後1947年 か ら月刊 「ナシ ョナ ルシ ョップ」 として再刊された) 。

こ'うした姿勢 は,実 際 には1935年 か らの小売店 の系列化,い わゆ る 「連盟

店」制度 の創設 とい うことに現れた。す なわち,家 電製 品をめ ぐる市場では30

年代初めか ら激烈な値引 き競争 と顧客争奪戦が展 開され ていた。 この連盟店制

度 の創設 は,乱 売合戦 に疲弊 していた代 理店 お よび小売 店 を救 済 し
,メ ー

カー ・代理店 ・小売店三者 の 「共存共栄」 を図ろうとす る目的を も
っていた。

つ ま り,三 者の間に安定的な製 品の流れを作 り出そ うとす るものであ
った。具

体 的には,各 代理店 ご とに主要 な取引小売店 を リス トアップ し
,「連盟店」 と

して登録 した。登録 された小売店 は一代理店だ けか ら仕入れ ることにな り
,代

理 店単位 ごとの小売店 の系列化 を目指 したのである。 この制度 によ り,代 理店
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の経営が安定 し出 した ことは言 うまで もない。また,小 売店(連 盟店)の 方 も

代理店 との取引が安 定 し,顧 客へ のサ ー ビス と販 売増進 に傾 注で きる ように

なった とい う。 また,代 理店か らの報告によって,松 下は各連盟店 に対 しその

仕入実績 に もとづいて,年2回,感 謝配当金を贈呈 したのである。連盟店 の数

は全 国的に増大 し,1941年 末には一万店を越 えた とい う。

しか し,時 代 はすでに戦争経済に突入 していた。戦前 に作 りあげ られたこれ

らの流通系列網 は戦時経済の中で実際にはほ とん ど解体 して しまったのであ る。

それ らが実質的 にその役割 を果たす ことになるには第二次大戦後 まで待たねば

ならなか った。.

(2)1950年 代 における流通系列の形成

さて,敗 戦後の1945年 か らの数年 間は,敗 戦による混乱や戦災被害,あ るい

はGHQに よる種 々の制限 とい う困難 の中で,事 業活動 の再建 のための努力

が行われなければならなか った。同様 に,戦 時 中に機能マ ヒに陥 っていた流通

系列 の再建 も始まったのである。 しか しまた,戦 後 には新 しい動 きも出始めた。

それ は50年 代か ら開始 された 「販売会社」の設立であ った。販売会社は戦後の

家電産業 におけ る販売系列 の中軸 を占めるよ うになるのであ る 〔松下1980,孫

1992〕。

(a)流 通系列 の再建

敗戦直後か らの数年 間にはい くつかの新 しい家電専 門メーカーが誕生 した。

しか し,多 くの零細 メーカーは49年 のデフレ不況で倒 産 した。戦後 日本の家 電

産業の復活 は,デ フ レ不況 を乗 り切 ったメーカーによって50年 代 の初めか ら始

められたのである。不況 と混乱に喘いでいた 日本経済の景気 は50年 後半か らの

朝鮮 戦争 による特需 ブームによって一気 に好転 した。50年 代 には,主 力製 品で

あ った ラジオの ほか に も,冷 蔵庫 ・白黒 テ レビ ・(噴流式)洗 濯機 な どの新製

品が登場 し,こ れ らは 「三種の神器」 といわれた。表5に 示 したよ うに,日 本

の家電製品の生産高は急増 していった。51年 か らの民 間放送の開局,そ して53
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表5日 本の家電製品の生産高(1950年 代後半)

総生産額 白黒テ レビ 冷 蔵 庫 洗 濯 機

1955 402億 円 137千 台 31千 台 461千 台

56 725 3ユ2 81 754

57 1184 613 231 854

58 1699 1205 415 988

59 2765 2872 549 1189

60 3726 3578 908 1529

出所:〔 岡本1973〕

年 か らの テ レビ放送 の開 始 な ど もあ って,1953年 は 「電化 元年 」 とさ え言 われ

た ので あ る。 こ うした ブー ムの 中で,家 電専 門 メー カーの 間で の激 しい競 争 が

始 ま った 〔中村1977〕 。

これ に加 えて,よ り重 要 な こ とは ,同 じ50年 代 の 中 ごろ に,重 電機 メー カー

が 海外 メ ー カー と提 携 しなが ら家電 産業 に本格 的 に参 入 し始 め た ことであ る。

た とえぼ,東 芝一GE,日 立一RCA,三 菱電機一WE ,な どで あ り,巨 大 な

資本 力 ・技 術 力 ・販 売力 を もつ 重電 機 メー カー の参 入 に よ り.,競 争 は一段 と激

烈 化 した。 この ことは,よ うや く日本 で も家電 産 業 が一つ の 「産業 」 と して定

着 し始 め た こ とを意 味 し,電 気機 械工 業 の売 上 高全 体 に占 め る家 電 製 品の 比率

も,55年 の20%か ら60年 の40%へ と倍 増 した。松 下 も,52年 に は フ ィ リ ップ ス

社 と提 携 し,ま た,53年 には 中央研 究所 を新設 し,基 礎研 究 ・生産 技 術 ・デザ

イ ン研 究 な どの総 合 的研 究 を 開始 した 。

表6は50年 代 後 半 にお け る 白黒 テ レビの各社 の シ ェアの変化 を示 してい る。

メー カー 数 は56年 に は32社 もあ った が ,激 しい競 争 の 中で しだ いに 淘 汰さ れ,

60年 には19社 に ,さ らに62年 に は10社 に まで 減 った ので あ る。 こ う した50年 代

を通 じて の激 しい競 争 の 中で ,松 下 に と って流 通系 列 網 を再建 強化 す るこ とは

重要 課 題 で あ った 。

まず,本 社 にお け る営 業所 網 の再 建 か ら見 ℃ い くと,45年12月 に は営 業部 を
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表6テ レ ビ の 生 産 台 数 と市 場 シ エ ア の 推 移 (台,%)

1956〔32社 〕 1957〔22社 〕 1958〔17社 〕 1959〔18社 〕 1960〔19社 〕

松 下 5160.(17.8> 8880(17.0) 19510(19.5) 50130(19.6) 50550(18,1)

三 洋 2520(8.7) 4040(7.7) 10500(ユ0.5) 30230(11.8) 31340(ユ1.2)

早 川 5140(17,7) 7120(13.6) 11830(11.8) 34210(13.4) 28000(10.0)

八 欧 3140(10,8) 5060(9.7) 7620(7.6) 20810(8,1) 18320(6.6)

コ ロ ム ビア 1000(3.4) 2440(4.7) 3990(4.0) 10630(4.2) 9570(3.4)

ビ ク タ ー 720(2.5) 2030(3.9) 3970(4.0) 11230(4.4) 5820(2.1)

日 本 電 気 180(0.6) 340(0.7) 1330(1.3) 5910(2,3) 11570(4.1)

東 芝 5000(17.2) 9920(19.0) 20390(20.3) 41910(16.4) 50950(エ8,3)

日 立 450(1.6) 4000(7.7) 12000(12.0) 28740(11.2) 43810(ユ5.7)

三 菱 3650(12.6) 5170(9,9) 6580(6,6) 18080(7.1) 24130(8.7)

出所:〔 岡 本1973〕 各 年B月1ケ 月 間 の 生 産 分 。

表7松 下 グループの販売テ ヤネル

営業所 出張所 代理店 販売会社 連盟店

1949. 12 6 4 240 一 6000

51. 5 7 4 240 3 31150

52. 7 8 20 ? 5 33000

53. 11 8 27 250 ? 30000

54. 11 8 36 560 ? 30000

55, 11 13 39 580 ? 30000

56. 11 13 44 580 ? 40000

57, 11 13 42 550 ? 40000

58, 5 13 26 381 72 40000

58. 11 13 18 367 88 40000

59. 11 13 226 106 40000

60. 11 15 210 106 40000

出 所:〔 孫1992〕

設置,再 び事業活動が再開 され た。翌46年 か らは,全 国の主要都市(東 京 ・大

阪 ・名古屋 ・広 島など7都 市)に 相次いで営業所(支 店)が 設置された。また,

49年 か らはさらにその下 に多 くの出張所が設けられ始めた。表7は それ らの数

が急速 に増大 してい ったことを示 している。戦前の場合 と同 じように,全 国 を
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い くつか に区分 して,そ れぞれ の地域 の販売について責任 を負 う体制が築かれ

たのであ る。なお,1950年3月 か ら松下本社において再び事業部制が再開 され

るとともに,本 社の営業部 は廃止され,こ れまでの営業所 は各事業部に所属す

るようになった。 しか し,松 下電器産業本体が営業販売活動 の全体 を管轄す る

ことには変わ りはなか った。

次 に代理店制度についてみ ると,そ れが復活 したのは46年 か らであった。契

約更改 にあたっては,「 販売力旺盛 に してわが社 に対する協力度の強 い代理店

のみ を厳選 し」 〔松下1980,53P〕 た。49年 には代理店 を会 員 とす る 「ナ ショナ

ル共栄会」が結成 された。同会は代理店の相互の連携 ・交流 を図 るもので,松

下本社 の営業所単位 ごとにそれぞれ地区分会が結成され,50年 には第 ユ回の全

国総会が開かれ た。当初,代 理店の数 は240店 であった。 しか し,し だいにそ

の数 は増大 し,前 掲 表7に 見 るよ うに,55年 には580店 にまで なったが,の ち

に述べ る販売会社制度 の導 入とともに,再 び減少す ることになる。また,そ れ

らの多 くは他 メー カーの製品も扱 う混売代理店であったが,し だいに松下専売

代理店 に移行 してい った。

また,51年 か ら月販会社 の設立が開始された ことも注 目に値す る。当時 の中

心製品が ラジオであ った ことを反映 して,当 初は ラジオだ けを対象 とす る地域

毎のナシ ョナルラジオ月賦販売㈱ として発足 した.月 販会社 は松下 と各地 の代

理店 との共 同出資で設立 され,51年 には9社,50年 代 中ごろまで に30社 ほ どが

誕生 した。 その後,し だい にラジオ以外の大型商品 も取 り扱われ るよ うになっ

てい った。

さて,以 上のよ うな卸売段階の体制整備 と並行 して,小 売段 階における系列

化 も積極的 に開始 された。すなわち,戦 前 に中断され ていた 「連盟店制度」が

49年 か ら再 び復活 したのである。当時 の小売店は,「 一部 を除 き,戦 後 ス ター

トした電球 の販 売,ラ ジオの組立 ・販売 ・修理 を行 う 〈ラジ オ商〉 が中心で

あ った」 〔家電製品協会1984,16P〕 。当初,連 盟 店制度 は ラジオ ・電球 ・乾電

池 な ど製 品別の制度 として始ま った。たとえば,ラ ジオの連盟店制度 の場合を
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み ると,小 売店 は販売 した ラジオに添付されている 「共益 券」10枚 以上 を松下

に返送す ると自動的に ラジオ連盟店 として登録された。登録 され ると 「連盟店

レポー ト」や各種の資料な どが本社か ら送付 され,ま た,半 年ご とに共益券 の

返送実績に応 じ販売奨励金が贈 られる仕組み になっていた。 しか し,販 売製 品

の品種が多様化す るにつれて,必 然的 に,連 盟店制度は個々の製品別か ら全製

品 を扱 う 「総合連盟店制度」へ と移行せざるをえなか った。すなわち,52年 末

か ら始 まったその内容は,家 電各製品 に製 品単価 ごとの点数を表示 した 「共栄

券」 を添付 し,一 定以上の券 を貼 り付 けた台紙1枚 以上 を返送 した小売店 は

「ナ シ ョナル連盟店」 として登 録され る,と い うものであ った。成績優 秀な小

売店の表彰制度 も始 まった。こ うして連盟店の数 は当初合計6000ほ どであ った

が,50年 代 の後半 には約40,000店 にまでふ えた。

連盟店制度の復活 と前後 して,地 域単位 に,あ るいは代理店単位 に,こ れ ら

小売店 を結集 して 「ナ ショナル会」 の結成が始まった。同会 では販売促進研究

会 ・技術講習会 ・工場見学会などを催 し,メ ーカー ・代理店 ・小売店 の三者 の

交流 を図 ったのである。すなわ ち,「 連盟店制度 は,い わ ば松下電器 と全国 の

販売店 を直接 に結ぶ制度 として,ナ シ ョナル会は,地 域市場において代理店 を

軸 に販 売店 との交流 ・緊密化 をはかる組織 として」 〔松下1980,58P〕 動 き出 し

た。

こ うした総合連盟店制度は,個 々の連盟店(小 売店)に とって販売製品の拡

大や事務の効率化 を もた らした。他方では,松 下 にとって も連盟店か らの券 の

返送状況 を集計分析す ることによ り,地 域別 ・製 品別の販売状況な どに関す る

市場調査の貴重なデータを与えることにな ったのであ る。その後,こ の連盟店

制度 は,運 営面でさらにキメ細か く改正されてい ったが,一 貫 して同社 の 「基

幹的販売制度 として浸透 し」 〔松下1980,92P〕 てい き,小 売店の系列化 に貢献

した のである。

た とえば,前 述のナシ ョナル会 は57年 には 「ナ ショナル店会」 に改組 された。

同会 は,地 域ご とに,一 定以上 の成績 をあげた優秀 なる連盟店だけを選別 して
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結 成 され た。 同会で は,と くに販 売 店の 経営 改 善や 販 売 力 ・技術 力 の向上 に重

点 を置 き,そ のため のさまざまな企画が行われ た。結成時 には110店 会
,加 入

店 数4300店,翌58年 末 に は248店 会,10,300店 に増 大 した。 ま た ,同 じ57年 か

ら 「ナ シ ョナ ル ・シ ョップ制 度」 も始 ま った 。 これ は ,連 盟 店 の中で もと りわ

け有 力で 専 売 度 の高 い店 をシ ョ ップ店 と して選 び 出 し,一 層 の 連携 強化 を図 る

た め に設 け られた もので あ った。 シ ョップ店 は松 下 製 品の専 売 を基 本原 則 と し

て お り,通 常 の特 典 以外 に,店 舗 改 装や ネ オ ン看板 の助 成 ,あ るい は ボー ナ ス

が 与 え られ た 。 当初 の シ ョップ店 数 は925店 で あ り
,翌 年 末 に は2715店 に増 加

した。 この よ うに,松 下 は数 多 くの連 盟 店 を組織 す るだ けで な く
,さ らにそれ

らを数段 階 に ラン クづ け し,そ の 内 の優 秀 店 だ け を松 下 製 品 の専 売店 とす るこ

とに よ って,強 固 な流 通販 売 網 を作 り上 げた ので あ る
。

(b)販 売 会社 の 設立

以 上,見 て きた よ うに,松 下 の流 通系 列 の基 本 的 な形 は ほ ぼ 戦 前 に出 来 上

が って い た と言 うこ と もで きよ う。戦 後 はそ れ らの復 活 と整備 完 成 に力が 注 が

れ て きた ので あ る。 しか し,次 に み る地域 ご との 「販 売 会社 」 の設 立 は戦 後 の

新 しい現 象 で あ った。

日本 経 済 は55年 か らいわ ゆ る 「高度 成 長期 」 に突 入 した。 高度 経 済成 長期 に

入 った 家電 業界 の将 来 の発展 には測 り知 れ な い ものが あ った
。 そ の 中で,松 下

幸之 助 は翌56年 に 「五 カ年 計 画」 を発 表 した。 それ は1960年 まで に
,販 売額 を

220億 円か ら800億 円 に ,資 本 金 を30億 円 か ら100億 円 に,従 業 員 数 を11 ,000人

か ら18,000人 にす る こ とを 目標 とす る もので あ った
。 激 しい ラ イバ ル メー カー

との競 争 の 中 ,こ う した 目標 を達 成す るため に も,販 売 チ ャ ネルの 一層 の改 善

.が 必要 で あ った(実 際 には ,た とえば販 売額 は60年 に1054億 円 とな り,目 標 を

はるか に突 破 した)。

すで に戦前,・936年 の 「松下電器の糖 精神」 の中で次 のように言われてい

た。 「メ ー カー は代 理店 の工 場 であ り
,代 理 店 は メー カー の支 店 で あ る」 〔松 下

1979.131P〕 と。 また
,戦 後 直 後 の混 乱期 に松 下 幸之 助 は全 国 の 代 理店 を回 っ
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て,「 今 後 の発 展 を 目指 す た め には,代 理店 と松 下 電 器 とが 真 に一 心 同 体 に な

らな け れば な らな い」 〔松 下1980,58P〕 と呼 びか けて い た。 しか しなが ら,反

面で は,当 時 の 「個 人企 業 的,問 屋 的色 彩 の強い 代 理 店 の経 営体 制 で は時代 の

要請 に応 じ切 れ な くな る こ とが予 測 さ れ た」 〔松 下1980,142P〕 。 当時 に おい て

す ら,代 理 店 の 多 くは 「家 電製 品 とい う新 しい耐 久 消 費財 の 販売 に は不 慣 れ で

あ り… …電球 の 販売代 理店,ラ ジ オの部 品 問屋,モ ー ター類 の販 売代 理 店,金

物 雑 貨 系 の総 合 問 屋,自 転 車 の販 売 代 理 店 な ど」 〔家 電 製 品協 会1984,2P〕 雑

多 な構 成 か ら成 ってい た とい う。 つ ま り,そ れ らは 「単 な る物流 の取次 店 の 域

を 出 ず,マ ー ケ テ ィ ン グ に精 通 して い る と はい え なか った」 〔新 飯 田 ・三 島

1991,loop〕 。 また,前 述 した よ う に,50年 代 の 中期 に は重 電 機 メー カー の 本

格 的 な参 入 が あ り,家 電業 界 に お け る競争 は一層 激 し くな って い た。 コ ス トを

無視 した乱 売や 値 引 き競争 に よ って市 場 の秩 序 は乱 れ て い た。 た とえぼ,56年

に は名 古屋 地 区 の3デ パ ー トが テ レビ,扇 風 機,洗 濯 機 な どの2割 程 度 の値 下

げ販 売 を始 め,漸 次,大 阪 ・東京 な どへ も 「自由価 格 販 売」 は波 及 しつ つ あ っ

た。 これ は,そ の原 因 と して 「一つ は メー カー問 の競 争 に よる押 込 み販 売 に あ

り,一 つ は そ れ を 容易 に受 け入 れ て い る販 売 店 の側 に も問 題 が あ る」 〔松 ド

1980,133P〕 とされ,同 年,主 要 メー カー に よって 家庭 電 気 器 具 市場 安 定 協 議

会が 結 成 され た 。 同協 議 会 は種 々 の取 り決 め を行 い,市 場安 定 の た めの 「正 常

販 売 運 動 」 を開 始 した 。 しか し,結 局 は 翌年,「 景 品付 き ・招待 付 き売 出 し中

止 の 申 合 せ や,メ ー カー 共 同 に よ る乱 売 品 の買 取 り,出 荷 停 止 な ど」 〔松 下

1980,134P,日 経流 通A,217P〕 が 問題 とされ,公 正 取 引 委 員 会 に よ って 廃止 を

余儀 な くされた の であ る。

「正常 販売 運 動 」が挫 折 した結 果,既 存 の代理 店網 の整備 強化 は よ り重 要 な

課 題 とな った。 す なわ ち,代 理 店 の 「卸機 能 を的確 に果 して ゆ くた め に は,資

金 面 ・販 売 力 ・商 品知 識 ・サ ー ビス技術 等 の各面 にわ た る体 制整 備 とと もに,

…… 経 営 力 の強 化 や 経 営 管 理 シス テ ムの近 代 化 が 強 く要 請 され る よ うにな っ

た」 〔松 下1980,142P〕 。販 売 会社 の設 立 こそ は,以 上 の よ うな時代 背 景 の もと
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で,よ り確 実性の高い系列網を確立せ んとす る意図か ら出た ものであ った。す

なわち,松 下は主要 な代理店に自らが資本参加す ることに よって,つ ま り代 理

店 と 「一心 同体 になる」 ことによって,積 極的に販売会社 を設立 し始 めたので

ある。前掲表7に みた ように,す で に50年 代の前半か ら販売会社 は誕生 しつつ

あ った。 しか し,そ の設立が各地で本格的 に始 まった のは57年 か らであ った。

それ らは原則 と して,一 地域一販売会社であ り,松 下 と代理店 との共 同出資 の

形態 をとっていた。経営者はほ とんど旧代理店 の経営者が継承 したが,一 部 は

松下か ら出向 した。また,販 売会社の設立 とともに,こ れ まで の出張所および

代理店の数 はしだいに減少 し始 めた。

このよ うに,松 下 は既存 の主要 な代理店に資本参加 しそれ らを 「販売会社」

に変換す ることによって,よ り深 く自らの系列網 に取 り込んだ と言える。つ ま

り,そ れ まで グループの外側にあった代理店の主要部分 は,松 下電器産業の資

本参加 によってその子会社あるいは関連会社 として松下 グルー プの内部 に,す

なわち 「企業 グルー プ」内部 に取 り込まれてい ったのである。表8に 見 るよう

に,こ の時期 には,他 の主要6メ ーカー も同様 にそれぞれ の系列網を完成 させ

ていった。 しか し,松 下の場合,そ の形成が早か ったため,優 秀 な代理店を取

り込む のに成功 した と言 えよ う。同社 は言 う。 「その後同業各社 も,わ が社 と

ほぼ同様の流通政策 を採 用 し始 めた。各社それぞれ に,卸 機構や月販体制 の整

備,専 売小売店の育成等 に乗 り出 し,家 電業界の流通は しだいにメーカー別 に

色分けされてい くことになる。そ して この ころか ら,諾 い うとな く<系 列化〉

表8他 社の流通系列の形成

東 芝

立

プ

洋

菱

一や

日

シ

一二

「二

1956

ユ958

1957

1958

1959

1960

マ ツ ダ ・ リ ン ク ス ト ア

東 芝 ス ト ア

日 立 チ ェ ー ン ス トー ル

フ レ ン ド シ ョ ッ ブ

サ ン ヨ ー ・ス ー パ ー ス トア

三 菱 電 機 ス ト ア(ダ イ ヤ モ ン ド ・ス ト ア)

出所:〔 家電製 品協 会1984〕
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と い う 言 葉 が 使 わ れ 始 め た 」 〔松 下1980,149-150P〕 と 。

結 語

以上,松 下 グルー プの流通系列 の形成について,戦 前 と1950年 代 とに分 けて

みて きた。 それは,お よそ次の ような内容を もっていた と言 うことがで きる。

すなわち,

① 流通系列 は同業者間の激 しい乱売競争の結果,安 定的な市場秩序 を求め

る動 きとして形成 され た。それは,メ ーカーが系列網 を通 じて,直 接に価

格支配す ることをを可能にさせ,ま た市場動 向をキャ ッチす るシ ステムの

役割 を果た した。

② グルー プの外 部 にあ った卸 売商や小売 店を系列化 す るに際 して,メ ー

カーは,そ れらをランクづけ して選別 し,種 々の特典や インセ ンテ ィブを

与えて,専 売店 と して取 り込んだ。

③ 系列店に対 しては,そ れ らを各種の 「会」 に組織化 した上で,情 報の交

換,各 種 の講習会,資 金 ・経営技術の援助,な どによって手厚 く育成す る

姿勢 を示 した。

④ 代理店 との系列関係 をよ り確実 なものとす るため,メ ーカー 自らそれ ら

に資本参加す ることによって 「販売会社」 に変換 し,「 企業 グループ」内

部に取 り込んだ。

流通系列 は,こ う して,一 方で のシェアお よび価格 を安定 させ たい とい う

メー カー側 の要望 と,他 方 の,当 時のまだ弱体 だった代理店や小売店が乱売競

争か ら保護 されたい とい う要望 とが合致 して生 まれた ものであ った。それ は,

また,大 量生産一大量販売 を必然 とさせて きた戦後の家電産業において,メ ー

カー間の市場競 争の形態 を,直 接 的な価格競争(値 引 き競争)で はな く,品

質 ・モデ ル競 争あるいは広告宣伝競争 とい う形態 に転換 させて きたと言 えよう。

あ るいは,ま た必然的に,ま す ます増大す る製品 ・モデルの多様化に対応す る

製品 フルラインナ ップ戦略の維持 とい うことを系列店 ごとに強い る結果 をもた
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らした。 しか しなが ら,系 列店 ごとにそれを顧客固定化への要請 と結 び付 けて

行 うこ との無理は しだいに明か とな って きたのである。つ ま り,以 上の強固な

流通系列網 も,ほ ぼ1970年 代か らの量販店やスーパーなどとい った各種 の 「非

系列」流通 チ ャネルの急速 な台頭に よって しだいに基礎が揺 らぎ始め る。家電

製品の流通 チ ャネル多様化の開始であった。その背景 には,何 よ りも,流 通系

列 その ものが メー カーによる価格支配で あるとして,一 般消費者か らの強 い反

発を招 き,消 費者 の足が系列店か ら遠の きは じめた,と い うこ とがあ った。流

通系列 は,な るほ ど 「メーカー ・代理店 ・小売店の共栄共存」 とい うことには

貢献 して きた。 しか し,消 費者の利益には必ず しもその まま合致 しなか ったか

らであ る。流通系列は 「流通 チ ャネル内で発生する取引費用の削減 に寄与 し得

るが,第 一義的には流通企業 も含 めた系列に属する企業の共同利潤の最大化の

ためになされてい」 〔三島1993,209P,傍 点引用者〕 た。

1992年3月,公 正取引委員会は,松 下,ソ ニー,日 立,東 芝の系列 「販売会

社」10数 社 を独 占禁止法違反の疑 いで立ち入 り調査 した。 そ して,約1年 間の

調査の結果,こ れ らの販売会社が各地の量販店に対 し 「市場 想定価格」 を提示

し,そ れ以下での販売 を しないよ う 「要請」 していた事実が明か とな った 〔日

経流通1993B,79P〕 。公正取引委員会がそれ らの販売会社 に対 し 「不公正取引」

の排除勧告 を行 ったのは言 うまで もなか った。 この ように,メ ーカー側が系列

店ばか りで は な く,「非系列」 チ ャネルたる量販店に対 して さえ市場想定価格

の 「要請」 を していた点 にこそ,系 列 というものの執拗 さ と,逆 に追いつ めら

れた流通系列網の今 日の姿を見 ることがで きるように思われ る。
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